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(1) ｢官｣ と ｢民｣ の区分から ｢市場性｣ と 
｢組織性｣ の絡み合いという見方へ 
戦後日本の経済や産業の発展要因を論じる際

























立って, 産業政策を分析する｡  




の特性｣ を ｢組織性｣ と考えれば, 政府による
産業政策だけでなく, 同業企業間の協力, 長期
相対取引など, 民間企業の活動の中にも ｢組織
性｣ が含まれる｡  
他方, 市場経済における民の活動の中には, 





接的に影響される行為であり , その意味で , 
｢市場性｣ を強く含む行動ということができる3) 






















の視点をそれぞれ単純化したものが図 1 と図 2 
である4)｡ この二つの図の比較によって表現し
ているのは以下の点である｡ 第 1 に, 官か民か
ではなく, 市場性か組織性かという区分がより
重要である｡ 第 2 に, 民の中でも, 官の中でも, 
市場性と組織性という異なる性格のものが含ま
れている5)｡ ただ, 民に比べれば, 官の中での















一で捉えるの｣ は ｢適切ではな｣ く, ｢市場の
成長と組織の成長とが車の両輪のように経済発
展を支えて｣ おり, ｢市場メカニズムはその発





が成長していることが明白｣ である｡ この ｢非
市場的な調整の仕組み｣ の成長を現わすのは二










めているのである｡ 本稿は, 基本的に, この武
田の立論を受け入れたうえで, 分析を進める｡  
(2) 「中間組織論」について 
 ｢中間組織論｣9) も, 市場原理と組織原理の相
互浸透に着目している点で, 市場性と組織性の
絡み合いを重視する本稿の視点と共通している｡ 
｢中間組織論｣ によれば, 市場と組織という 2 
つの言葉は ｢場｣ を示すと共に, 資源配分の 




図 1 . 産業政策についての既存の見方 (単純化) 
 
官［＝公］ 民［＝私］ 






この ｢中間組織論｣ は, 日本の中間組織を中
間的形態にみる見解, 市場と内部組織と異なる




ただし, 本稿の問題関心から, ｢中間組織論｣ 
についてはいくつかの疑問点もあげられる｡ 第 


























発想の背景には, おそらく, ｢望ましい｣, ｢良
い｣ (市場と組織の) 相互浸透の ｢制度設計｣ 
という強い実践志向性があると考えられる｡ こ
うした実践志向性の意義が大きいことはいうま
図 2 . 産業政策についての本稿の見方 
 

































ったが13), その内容も本稿作成に利用する｡  
本稿の構成についてであるが, 1980年代以降
の鉄鋼政策の各領域別, つまり, Ⅰ. 構造改善

































そこで, 普通鋼電炉工業会は, 1980年 2 月ま
で 2 回にわたり, 電炉業のあり方について検討
を行った｡ また, 通産省は, 80年 4 月から81年 3 
月まで, 4 回にわたり, 産業構造審議会鉄鋼部
会平電炉設備小委員会を開催した｡ 同小委員会
は, 普通鋼電炉工業会の検討結果の報告も受け




づく電炉業界の ｢安定基本計画｣ を83年 6 月ま
で延長することであった15)｡ この ｢安定基本計
画｣ に基づき285万トンの設備処理目標分が達
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成された｡  
1983年 4 月27日に成立し, 5 月24日に公布, 施
行された ｢特定産業構造改善臨時措置法｣ (以
下, 産構法) で, 普通鋼電炉業は ｢特定不況産
業安定臨時措置法｣ (特安法) からの継続産業
として指定された16)｡ こうした法的根拠に基づ
き, 通産省は83年 6 月 7 日, 産業構造審議会鉄
鋼部会平電炉小委員会の会合を開き, 産構法に
基づく電炉業界の第二次構造改善基本計画づく
りに着手した17)｡ また, 通産省は, 83年 7 月19日, 
産業構造審議会鉄鋼部会を開き, 産構法に基づ
き電炉業の ｢構造改善基本計画｣ を提出し了承
を得た｡ 同計画の内容は, 88年 6 月30日までに
















われた (表 1 )｡ 資金用途別には, 雇用調整や設








た｡ さらに, フェロシリコン製造業は, 85年 1 
月に, 高炭素フェロクロム製造業, フェロニッ
ケル製造業と共に, 産構法に基づく特定産業に
指定され, 88年 6 月末まで設備処理を中心とす
る構造改善が実施された｡ なお, 産構法が88年 














1978年度 1987年度 1988年度 1989年度 
雇用調整 6 8 7 8 
設備廃棄 0 2 2 2 
雇用調整・設備廃 6 0 1 0 




 78年度 79年度 84年度 87年度 88年度 89年度 95年度 98年度 2003年度 
件数 14 1 2 10 10 10 1 1 1 
金額 15 1 15 36.6 39.6 18.2 2 2 0.93 
出所: 電炉業構造改善促進協会資料 
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6 月30日まで, 生産数量制限に替え, 生産設備
制限としての調整事業が, ｢中小企業団体の組













され, なおかつ, 溶接棒製造業も同法に基づき, 
86年 4 月 1 日から 9 月30日にかけての半年間, 
不況業種に指定された｡ 86年 2 月には, 特定中
小企業者事業転換対策等臨時措置法の制定に伴
い, 伸線業･金属線製品製造業, 磨棒鋼製造業
が同法の指定業種 (大阪府, 京都府, 兵庫県, 奈









1977年 7 月に, 当時52社あった小棒メーカーの
利害を発する全国小型棒鋼工業組合が設立され
た｡ また, 電炉業の経営基盤強化のための業界




























小する, との考え方であった｡ それに対して, 
設備廃棄は企業倒産によって進めるべき, との

















大し, 1982年度末の電炉業の設備能力はその 2 
年前よりむしろ290万トン増加し, 約300万トン
の過剰設備が存在したといわれる25)｡ 以上の事
例は, 組織性の限界を示しており, その意味で, 


















のが東京製鉄と新日鉄間の ｢H 形鋼戦争｣ であ


































官による組織性が働いていた｡ 例えば, 87年, 
通産省は, 資材価格上昇が緊急経済対策の効果
を減殺することを懸念し, H 形鋼や小棒の増産





通産省は, 1987年 9 月に, 11品目を対象にした 
｢公共事業関連物資需給等対策委員会｣ を設け
て, 鋼材倶楽部等と連携して鋼材の円滑な供給
を図った｡ とりわけ, 同委員会は, 同年10～12
月の需給見通しに基づき, 日本鉄鋼連盟など 5 







海道, 東越, 関東, 中部, 関西, 九州の 6 社)に
おいて1987年 9 月30日から斡旋窓口を開設し, 
H 形鋼については, 同年10月 8 日から, 鋼材倶
楽部本部(東京)及び各地方事務所(札幌, 仙台, 
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して, 同年11月 9 日に, 通産省が高炉各社に対


















販売量を届け出るものであり, 58年 6 月, 普通
鋼33社, 191問屋が参加してスタートした｡ 当
初, 参加企業が 6 鋼材品種について 2 ヵ月後の
売り出し予定量と販売価格を同時に発表し, 各
社がその価格をそれぞれ独自に通産省に届け出















策定, 公表された｡ 66年 8 月29日付けの三木通
商産業大臣(当時)の談話によれば, ｢需給見通
し｣ の具体的実施内容は, 第一に, 通産省が四
半期ごとに普通鋼鋼材の需給見通しを策定･公
表する, 第二に, この ｢需給見通し｣ を参考と
して鉄鋼各社が自主的に生産計画を作成し通産
省に届け出る, 第三に, 通産省は, 生産計画を
調査･集計し公表すると共に需給の混乱を生ず
る恐れがある場合に, 所要の指導を行う, とい
うものであった34)｡ 70年代にも, この短期 ｢需
給見通し｣ は, 各社が鉄鋼需給の均衡を図る判












うことができる｡ 例えば, 93年 8 月, 通産省の
指導で, 建設鋼材としてのスチールハウス36)の
販路拡大のために, 高炉 6 社が ｢ワーキンググ
ループ｣ を発足し, その後, 研究会, 委員会を
設けて活動を行った上, 97年 8 月には工務店, 
材料メーカー等を会員とする ｢スチールハウス
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年 4 月, 運輸省造船課および日本船舶振興会の
支援を得て, 鉄鋼･造船17社によりメガフロー




















が, 91 年の公開販売制および ｢市況対策委員
会｣ の廃止, ｢鋼材需給見通し｣ の ｢鋼材需要
見通し｣ への切り替えなどであった｡  
公開販売制については, 米国側から, 同制度
が市場参入障壁として機能し, 同制度による鉄






深く関わっていた ｢市況対策委員会｣ も同年 6 
月に廃止されることになった｡  
また, 通産省は, 1997年 9 月から, 短期 ｢鋼材
需給見通し｣ を取りやめて, ｢鋼材需要見通し｣
へ切り替えた｡ すなわち, 通産省は, 供給量や
輸出量の見通しを公表せず, 出荷と市場のバラ
ンスを判断する需要量のみを公表した｡ 具体的
には, 普通鋼, 特殊鋼を合わせた国内消費量 
(輸入を含む) と輸出量の合計である鋼材需要

























れる民間の組織性の例として, 87年 4 月からの
シームレスパイプ (継ぎ目なし鋼管) の輸出価
格カルテルをあげることができる｡ 具体的には, 
87年 3 月, シームレスパイプを生産する住友金
属工業, 日本鋼管, 新日本製鉄, 川崎製鉄の鋼
管 4 社41), そして取扱商社は, 輸出入取引法に












鉄鋼業の主力輸出品であった｡ ソ連, 中国, 米
国, 中東などの大口輸出先を中心に輸出が生産
















れ, 企業間提携も求められていた45)｡  





カルテル期間も延長された｡ つまり, 88年 3 月
にシームレスパイプの輸出価格カルテルの期限
切れとなる予定であったが, 鋼管 4 社は, 円高
の急進展で引き続き輸出価格値上げが必要と判
断し, 通産省に 1 年間の延長申請を行った｡ こ
うした要請を受けて通産省は公正取引委員会と






















めに, 93年 8 月, 通産省の指導で ｢住宅建材ワ
ーキンググループ｣ が発足され, 耐久性や強度
の向上について検討したが, そのメンバー企業
は, 川崎製鉄, 神戸製鋼所, 新日鐵, 住友金属
工業, 日新製鋼, NKK など高炉 6 社であった｡ 
競合する 6 社が共通の課題をクリアするために, 
共同作業を行ったのである｡ また, 96年 1 月に, 
鋼材倶楽部に ｢スチールハウス委員会｣ が設置
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たことは貿易摩擦につながった｡ 1980年代の対
米輸出自主規制 (以下, VRA) は, 貿易摩擦の緩
和のための交渉の産物であった｡ 貿易摩擦につ
いて, 公式的には政府が対応するしかないとい















館や JETRO (日本貿易振興会) 事務所だけでな
く, 企業側からも多く入ってきたといわれる｡ 
また, VRA 交渉の前に, 通産省と鉄鋼メーカー
間には緊密な情報交換やコミュニケーションが
行われた｡ 例えば, VRA の第3回目交渉の前の
84年11月30日, 通産省は鉄鋼業界首脳を招き, 
交渉の際米国側に示す譲歩案について業界側の













がとられた｡ 例えば, ｢輸出市場対策委員会｣ 
下の実務レベルの部会で, 通産省鉄鋼業務課
長等が出席し, 対米交渉の状況などを説明し








したがって, VRA は日本鉄鋼業にとって, 採算
の良い米国市場で安定的なビジネスを可能に





ったのも, 日本の鉄鋼業が VRA による ｢受益












民による組織性も働いた｡ 例えば, 対米 VRA 
実施にあたり, 鉄鋼メーカーや商社などからな
る ｢米国向鉄鋼輸出組合｣ が設けられ, 輸出カ
ルテル活動を行ったことは, 民間企業同士の協
調, つまり民による組織性を現わしている｡  
具体的には, 同組合のメンバー間の情報交換
は, 主に ｢輸出市場対策委員会｣ で行われた｡ 
同委員会では, メンバー企業の輸出関係役員




会｣ の会合は , 海外鉄鋼マーケットの情勢 , 
輸出状況, 通商摩擦への対応などについての
認識共有の場として機能した｡ また, 同委員
74  1980年代以降の産業政策と市場性 ― 鉄鋼政策の事例 ― 
会の下には, 部長級や室長級の部会も設けら









がって, 米鉄鋼ユーザーにとって, VRA は高品
質の日本鋼材を安定的に調達できる制度として






















属工業は LTV (リング･テムコ･ボート) に資





ただ, 神戸製鋼と USスチールの合弁を除く, 
米国鉄鋼メーカーに資本参加した日本メーカ

















す｡ さらに, 2000年代に入り, インドの鉄鋼大













かけて, 右肩下がりを続け, その結果, 米内
需に占める日本製品のシェアは, 84年の6.7％
から91年には3.2％まで下がった｡ 対照的に, 
カナダ, スウェーデン, アルゼンチンなど VRA
に加わらなかった国は米国市場でのシェアを伸
ばした｡ つまり, VRA 期間中, 非 VRA 国からの
対米輸出は急増し, 米国市場における非VRA国
のシェアは, 84年の17.1％から89年に25.7％に
高まった54)｡ さらに, 日本の対米鉄鋼輸出は, 
対米 VRA 輸出枠すら満たせなくなった｡ 例え
ば, 延長 VRA の最終年度に, 日本の対米鉄鋼輸
出量は対米 VRA 輸出枠の50％強にとどまった｡  




























































































る金属材料研究センター (The Japan Research 
and Development Center for Metals, JRCM) が主












(Super Coke Oven for Productivity and Environmental 









効果｣ が ｢隠れている｣ 場合が多かったとさ

























ある場合が多かった｡ いわば ｢共同｣ 開発, あ
るいは ｢共同｣ 研究の形である｡ 例えば, 前述
の溶融還元製鉄法の研究で, 新日本製鉄, 日本
鋼管, 川崎製鉄, 神戸製鋼所, 住友金属工業の
大手高炉5社は ｢ポスト成形コークス専門委員
会｣ を作り, 共同研究の具体策を検討した｡ こ







研究にも, 鉄鋼大手 5 社 (神戸製鋼所, 新日本
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範囲をめぐって利害･意見の対立が起こるケー

























対して ｢自活的な姿勢｣ を堅持していた｡ とは
いえ, 省エネルギー設備導入のように, 鉄鋼メ
ーカーが政府に対して政策支援を強く要求する
局面もあった｡ 例えば, 1981年11月, 鉄鋼業界
首脳が通産省首脳と懇談した際, 日本の設備耐






ていた｡ 84年 6 月 6 日に, 通産大臣と鉄鋼業界
首脳の懇談の際も, 鉄鋼業界側が設備投資の促
進のため設備耐用年数の短縮, 投資減税の実施




























別償却, のいずれかを選択することができた69)｡  
この ｢エネルギー対策促進税制｣ の廃止に伴
い, 1984年には, ｢エネルギー利用効率化等投資






2 年限りの措置として創設された｡ また, 88年
度には, ｢経済社会エネルギー基盤強化投資促
進税制｣ が, 90年度には, ｢エネルギー環境変化
対応投資促進税制｣ が, 92年度には, ｢エネルギ
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の観点から, 一部内容改正および期間延長を繰







配慮を払って, 親環境政策を実施した71)｡  
その中では, 親環境技術の研究･開発が含ま


















質, コークス炉安水 (アンモニア水) 中の COD 
(Chemical Oxygen Demand＝化学的酸素要求量) 
とフェノール, 圧延工程における油分や浮遊物
質, 表面処理工程における酸, アルカリ廃液な






の 3 水域については, 1979年に, 第一次 COD 総
量規制が導入され, その後, 第二次 COD 総量
規制 (87年 7 月～90年 3 月) , 第三次 COD 総量
規制 (91～94年度) が実施された｡  
窒素酸化物 (Nitrogen Oxide，NOx) について, 
政府は数次にわたる全国一律の濃度規制を課し
たことに加えて, 総量規制を導入した｡ 総量規
制の中では, まず排出規制が行われ, 1980年 5 
月より, 環境基準の確保が困難であると認めら
れた東京特別区等, 横浜･川崎市等及び大阪市







の約 4 ％を排出していた｡ それに対応して, ダ
イオキシンについての規制がなされた｡ 例えば, 




シン対策検討会｣ が設けられた｡ 同検討会では, 
産業活動によるダイオキシン排出の規制などを
検討し73), ダイオキシン類の排出量が多い鉄鋼
業, 亜鉛回収業, アルミニウム合金製造業の 3 
業種について, 排出濃度目標などをとりまとめ
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主な支援の内容は, 技術開発の支援75)とリサ
イクル活動の支援であった｡ 第 1 に, 技術開発
の支援として, 鉄くず再生資源化技術, 鉄鋼ダ
スト再生資源化技術及びスラグ再生資源化技術
の 3 分野の技術開発を行う場合, 政府系金融機
関による低利融資, 法人税の 6 %税制控除等が
受けられるようにした｡ また, 通産省製鉄課の
諮問機関である ｢新製鋼技術研究会｣ が, 鉄く
ずのリサイクルについて検討し, 鉄鋼業界全体
としてリサイクル技術を確立する必要性を指摘
した｡ それを受け, 1990年秋に, 通産省と鉄鋼
業界は, 鉄資源リサイクル技術の共同開発検討
のための委員会をスタートさせ, 91年度から, 
NEDO の支援と JRCM の主催で鉄鋼12社による 
｢新製鋼プロセス｣ 共同研究が開始された76)｡  
前述したようにダイオキシンが社会問題にな
ったため, ダイオキシン関連の技術開発への支








ークス製造法 78) の開発のために行われた 
｢SCOPE21｣ プロジェクトも親環境技術開発へ
の支援例であった79)｡  
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ーバーラップされるケースもみられた｡ つまり, 
政策領域横断的な組織性も存在した｡  





























日本では, 国家 [＝官 (引用者)] と市場を分離し
ている線はしばしば曖昧である (マリー･アンチ
ョルドギー (安部悦生･内田金生･山下充 監訳) 
『日本経済の再設計-共同体資本主義とハイテク
産業の未来-』 文真堂, 2011年, p.ⅱ (日本の読者
へ), 27)｡ アンチョルドギーがいうように, ｢どの
国も, 自分たちが好ましいと考える政府と市場の








活動した (村松祐次 『中国経済の社会態制』 東洋
経済新報社, 1975年, p.180)｡  
 2) 官から民への影響の度合いは, 社会や時期によ




いては市場を放任し, ｢私人的｣, ｢個人的｣ な傾向
をもっていた (村松祐次 『中国経済の社会態制』 






 4) 筆者も, 産業政策についての従来の見方が図 1 
のような粗末で単純なものではないと思っている
が, 本稿の考え方の特徴をより分かりやすく示す
ために, 図 1 のような単純化を行っていることを
断っておきたい｡  




例‐｣ 『経営志林』 (法政大学経営学会) 第44巻第 
4 号, 2008年を参照されたい｡  
 6) 武田晴人 ｢大企業の構造と財閥｣ (『日本経営史 
3 大企業時代の到来』 岩波書店, 1995年), p. 9 ; 
同 ｢企業間関係から見た企業の将来｣ (『｢21世紀
の日本企業像｣ 研究会報告書』 日本経済新聞社, 
1997年)｡  
 7) 具体的に, 長期相対取引のシステム, カルテル
的な調整などがあげられる (武田晴人 ｢はしが
き｣ (石井寛治･原朗･武田晴人編 『日本経済史3: 
両大戦間期』 東京大学出版会, 2002年), ⅹ)｡ こう
した見方は, 市場取引, 命令, 協力という三つの
調整の仕組みを提示するジョージ･リチャードソン 
(George Richardson, G. B., “The Organization of Industry”, 
The Economic Journal Vol.82, 1972, pp. 883-896) の主
張とも重なるように思われる｡  
 8) 武田晴人 ｢重化学工業化と経済政策｣ (『日本近
現代史 構造と変動 3: 現代社会への転形』 東
京大学出版会, 1993年)｡  
 9) 今井賢一･伊丹敬之 ｢日本の内部組織と市場-市
場原理と組織原理の相互浸透｣ (今井賢一･伊丹敬
之･小池和男 『内部組織の経済学』 東洋経済新報
社, 1984年); 今井賢一･伊丹敬之 ｢日本の企業と市
場-市場原理と組織原理の相互浸透｣ 『季刊現代経
済』 1981年 Summer; 今井賢一･金子郁容 『ネッ
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トワーク組織論』 岩波書店, 1989年｡  
10) 例えば, 伊藤秀史･林田修･湯元祐司 ｢中間組織
と内部組織-効率的取引形態への契約論的アプロ




ては, 別稿で検討する予定である｡  
12) 金容度 ｢鉄鋼業｣ (山崎史郎編『通商産業政策史
6 基礎産業政策』 独立行政法人経済産業研究所, 
2011年), pp.171-283｡  
13) 金容度 ｢組織性と市場性はどのように絡み合っ




ったか～鉄鋼政策の事例から～｣  『 REITI 
Highlight』 (経済産業政策研究所), No.38, 2012年 
Winter, pp.32-34)｡  
14) 吉田文毅 ｢動き出す基礎素材産業の構造改善｣ 
『通産ジャーナル』 第16巻第 6 号, 1983年 9 月, 
p.109｡  
15) 奈倉文二 ｢平電炉業｣ (通商産業省編 『通商産
業政策史』 第14巻(第Ⅳ期 多様化時代 (3)), 第 6 
章第 3 節1 (3), 1991年), pp.72-75｡  
16) 吉田文毅 ｢動き出す基礎素材産業の構造改善｣ 
『通産ジャーナル』 第16巻第 6 号, 1983年 9 月, 
p.104｡  
17) ｢普通鋼電炉工業会, 産構法適用を通産省に要
請｣ 『日経産業新聞』 1983年 5 月11日付; ｢通産省, 
産構審平電炉小委を開催｣ 『日経産業新聞』 1983
年 6 月 7 日付｡  
18) 1988年 6 月末の産構法の期限切れを迎え, 電炉
業界は, 当初, 87年 4 月に施行される産業構造転
換円滑化臨時措置法 (円滑化法) の指定を受ける











出版社, 1993年), p.212; ｢電炉業界, ｢産構法後｣ 
の設備対策は各社の自由裁量｣ 『日本経済新聞』 




り, 新たな保証実行にはつながらず, 折しも, 行
政改革の議論が活発化し, 同協会は2008年度に債
務保証の新規受付を停止し, 2009年 4 月30日をも
って解散することとなった｡  
21) 『通商産業省年報』 1992･93･94年｡  
22) 『通商産業省年報』 1982･86･87年｡ 1984年にお
いて鉄鋼二次製品の生産設備の現況調査を実施し, 
業種別の生産設備台数, 生産能力等を把握した 
(『通商産業省年報』 1984･85年)｡  
23) 『通商産業省年報』 1980･86･87年｡  
24) ｢変わる新日鉄, 変わるか電炉, 過剰設備廃棄へ
始動｣ 『日経産業新聞』 1999年 2 月24日付｡  
25) 橋本寿朗 『日本経済論』 ミネルヴァ書房, 1991
年, p.117; ｢電炉設備, 技術革新で能力急増｣ 『日








15, 山川出版社, 1993年), pp.203-204, 212; 川端望 
『東アジア鉄鋼業の構造とダイナミズム』 ミネル
ヴァ書房, 2005年, p.108; 伊丹敬之･伊丹研究室 
『日本の鉄鋼業なぜ, いまも世界一なのか』 NTT
出版, 1997年, p.247｡  
28) ｢新日鉄, 通産省要請で H 形鋼緊急増産｣ 『日本
経済新聞』 1987年 9 月15日付朝刊｡  
29) ｢10月から鋼材増産｣ 『朝日新聞』 1987年 9 月
17日付朝刊; ｢通産省, 高騰の小型棒･H 形鋼の増
産を徹底へ｣ 『朝日新聞』 1987年 9 月18日付朝刊｡  
30) ｢鋼材の斡旋体制の整備について｣ 『通産省公
報』 1987年10月 7 日; ｢需要家による入手円滑化－
H 形鋼に係る斡旋窓口の開設｣ 『通産省公報』 
1987年10月16日｡  
31) ｢10月から鋼材増産｣ 『朝日新聞』 1987年 9 月
17日付朝刊｡  
32) ｢新日鉄など高炉 5 社, ビレットを緊急放出｣ 
『日本経済新聞』 1987年11月10日付朝刊; ｢ビレ
ット緊急放出要請, 通産省, 小棒市況の冷却に｣ 




の限界について』1981年, pp.52-53｡  
35) 鉄鋼連盟も年度別需要見通しを発表していた｡ 
鉄鋼連盟は, 1974年12月以降, 鉄鋼連盟事務局独
82  1980年代以降の産業政策と市場性 ― 鉄鋼政策の事例 ― 
自の立場で, 原則として年 2 回, 年度の需要見通
しを作成, 発表した｡ その後, 政府予算, 鉄鋼需
要業界の生産見通しが明らかになる翌年 4 月に第
一次案の見直しを行ってきた｡ ただ, この鉄鋼連
盟の需要見通しは, 83年以降非公開となり, また, 
86年以降は12月時点の見通しの年 1 回限りとなっ
た(日本鉄鋼連盟 『鉄鋼十年史－昭和53年～62年』 
1988年, p.123)｡  
36) スチールハウスとは, 木造ツーバイフォー住宅
の枠材を, 木材から軽量形鋼に置き換えた住宅で
あり, この際, 使われる軽量形鋼は, 板厚1.0㎜前
後の表面処理鋼板 (亜鉛めっき鋼板) を冷間成形
したものであった｡ このスチールハウスは, ①耐








37) 日本鉄鋼連盟 『鉄鋼十年史－昭和63年～平成 9 










40) 日本鉄鋼連盟 『鉄鋼十年史－昭和63年～平成 9 
年』 1999年, p.141｡  
41) 当時, この 4 社で日本の鋼管輸出の約 9 割を占
めていた｡  
42) ｢シームレス鋼管 4 社, 輸出価格カルテル申請
へ｣ 『朝日新聞』 1987年 3 月18日付朝刊｡  
43)  ｢輸出入取引法｣ と ｢中小企業団体の組織に関
する法律｣ に基づき, 一定の要件を充たす場合に, 
共同行為について独禁法の適用除外が認められて
いたが(産業研究所 『産業政策の手段別の効果分
析』 1985年, p.15), それまで, ｢輸出入取引法｣ に
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44) ｢シームレスパイプ, 輸出に価格カルテル｣ 『日
本経済新聞』 1987年 3 月 7 日付朝刊; ｢シームレス
鋼管 4 社, 輸出価格カルテル申請へ｣ 『朝日新聞』 
1987年 3 月18日付朝刊｡  
45) 八木英夫 ｢日本鉄鋼業の近未来像‐世界鉄鋼業
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『朝日新聞』 1987年 9 月19日付朝刊｡  
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を鉄鋼業界に要求したのは, 戦後初めてのことで





49) 建設省所管の ｢建築基準法 (1950年 5 月24日, 
法律第201号) によるシステム認定である｡  
50) 対米 VRA 交渉の前や, 交渉期間中, 米商務省





51) ｢通産省, 対米譲歩で鉄鋼業界と詰め｣ 『日本経
済新聞』 1984年12月 1 日付朝刊｡  





54) 伊丹敬之･伊丹研究室 『日本の鉄鋼業なぜ, いま
も世界一なのか』 NTT 出版, 1997年, pp.195-196｡  
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刊)｡  
57) 『通商産業省年報』 1992･93･94年｡  
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社, 熱処理･加圧を制御｣ 『日本経済新聞』 1998
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